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９ 首都大学東京 公立大学法人首都大学東京 年度計画の実施 

事
業
概
要 

平成 17 年度から平成 22 年度までの６年間を計画期間とする中期計画を達成する

ため、平成 21 年度において取り組むべき事項を年度計画として定め、着実な事業

展開を図る。 

こ
れ
ま
で
の
経
過 

平成 17 年７月 

・「公立大学法人首都大学東京中期計画」について、東京都知事の認可を受ける。

・「公立大学法人首都大学東京 平成 17 年度年度計画」を策定し、東京都知事へ

届出。 

平成 18 年３月 

・「公立大学法人首都大学東京中期計画」の変更について、東京都知事の認可を受

ける。 

・「公立大学法人首都大学東京 平成 18 年度年度計画」を策定し、東京都知事へ

届出。 

平成 19 年３月 

・「公立大学法人首都大学東京 平成 19 年度年度計画」を策定し、東京都知事へ

届出。 

平成 20 年２月 

・「公立大学法人首都大学東京中期計画」の変更について、東京都知事の認可を受

ける。 

平成 20 年３月 

・「公立大学法人首都大学東京 平成 20 年度年度計画」を策定し、東京都知事へ

届出。 

※上記の中期計画、年度計画は、すべて公式ホームページで公表している。 

（http://www.tmu.ac.jp/kikaku/outline.html） 

 

現
在
の
進
行
状
況 

平成 21 年 

６月 

・平成 20 年度業務実績報告書を、東京都地方独立行政法人評価委員会へ提出。 

・平成 20 事業年度財務諸表を、東京都へ提出。 

７月 

・平成 22 年度大学院入試の実施（首都大学東京、産業技術大学院大学）（～以降

２月まで順次実施予定） 

９月 

・東京都地方独立行政法人評価委員会から、平成 20 年度業務実績評価結果の通知

を受ける。 

今
後
の
見
通
し 

平成 21 年度は、第一期中期計画の最終年度の前年度にあたることから、これまで

の実績の分析・検証に基づき、最終年度における中期計画達成に向け取り組むと

ともに、次期中期計画（平成 23 年度から 28 年度）を視野に入れながら、大学改

革の理念をより具体化し、大学の「強み」をいっそう高い水準へ押し上げ、改革

をさらに加速していく。 

 

問い合わせ先 首都大学東京経営企画室企画財務課 電話 03-5320-7090 

 


